
1. 継続事業の前提に関する注記
　 継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

2. 重要な会計方針

(1） 有価証券の評価基準及び評価方法
移動平均法による時価法を採用している。

(2) 固定資産の減価償却の方法
建物、建物付属設備、構築物、什器備品及びソフトウェア…定額法によっております。
リース資産…　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産についてはリース期間を耐用年数として、

　　　　　　　残存価格をゼロとする定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
退職給付引当金　　　
職員の退職給付に備えるため、自己都合による期末要支給額の１００％を計上している。

(4) 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっている。

3. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
 　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）　

基本財産
　 土地 宅地1857.24㎡

特定資産
 　建物
 　什器備品
 　職員退職給付引当資産
　 愛知県国民健康保険団体連合会積立金
 　国保会館整備等積立金
 　ソフトウェア
　 減価償却引当資産
 　財政調整基金積立資産

4. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
 　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）　

基本財産
　 土地 宅地1857.24㎡

特定資産
 　建物

 　国保会館（北館）
 　国保会館（南館）

 　什器備品
 　職員退職給付引当資産
　 愛知県国民健康保険団体連合会積立金
 　国保会館整備等積立金
 　ソフトウェア
　 減価償却引当資産
 　財政調整基金積立資産

小　　　　　　　計 7,696,392,428 158,303,377 6,271,958,539 1,266,130,512
合　　　　　　　計 7,868,835,693 330,746,642 6,271,958,539 1,266,130,512

1,650,396,000 0 1,650,396,000 0
558,605,000 0 558,605,000 0

1,235,117,453 0 1,235,117,453 0
68,982,287 68,266,534 715,753 0

1,266,130,512 0 0 1,266,130,512
1,368,275,401 0 1,368,275,401 0

1,226,557,500 0 1,226,557,500 0
95,935,442 90,036,843 5,898,599 0

小　　　　　　　計 172,443,265 172,443,265 0 0

226,392,833 0 226,392,833 0

科　　　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味

財産からの充当
額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応する
額）

172,443,265 172,443,265 0 0

小　　　　　　　計 7,097,074,958 1,505,610,462 906,292,992 7,696,392,428
合　　　　　　　計 7,269,518,223 1,505,610,462 906,292,992 7,868,835,693

1,076,989,000 717,393,000 143,986,000 1,650,396,000
545,913,000 558,605,000 545,913,000 558,605,000

1,177,286,848 57,830,605 0 1,235,117,453
61,841,053 35,985,230 28,843,996 68,982,287

1,281,471,512 83,952,000 99,293,000 1,266,130,512
1,368,138,307 137,094 0 1,368,275,401

1,510,378,333 0 57,428,000 1,452,950,333
75,056,905 51,707,533 30,828,996 95,935,442

0 172,443,265
小　　　　　　　計 172,443,265 0 0 172,443,265

令和元年度　財務諸表に対する注記

科　　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

172,443,265 0



5. 担保に供している資産
 　該当なし。

6. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
 　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

　 特定資産　

建物
 　国保会館（北館）
　 国保会館（南館）

 　什器備品
　 ソフトウェア
　　　小　　　　　　計

その他の固定資産
 　建物附属設備
　 構築物
　 什器備品
 　ソフトウェア
　 リース資産

7. 保険債務等の偶発債務
 　該当なし。

8. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高
 　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

9. 重要な後発事象
　 該当なし。

10. その他

（1） リース取引関係
ファイナンス・リース取引関係
1） 所有者移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容
その他固定資産…一般会計及び他会計におけるコンピュータ、ソフトウェア等（什器備品、ソフトウェア）である。

11. その他の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

　 正味財産増減計算書には、診療報酬等を含む。

合　　　　　　　　　　計 136,897,958

貸借対照表上
の記載区分

　　指定正味財産
　　国庫補助金

厚生労働大臣 　国庫補助金 136,897,958 80,369,432

80,369,432 58,964,013 158,303,377

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,401,197,556 1,368,420,178 32,777,378
合　　　　　計 11,320,628,072 7,893,811,403 3,426,816,669

2,140,759,916 1,557,291,488 583,468,428
4,057,493,091 3,004,166,618 1,053,326,473

2,278,500 1,443,050 835,450

3,445,377,479 1,827,509,417 1,617,868,062

273,521,530 134,980,652 138,540,878

209,778,429 113,842,987 95,935,442
364,199,050 295,216,763 68,982,287

1,921,500,000 694,942,500 1,226,557,500
建　 物　 計 2,871,400,000 1,418,449,667 1,452,950,333

科　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

949,900,000 723,507,167 226,392,833

58,964,013 158,303,377


	財務諸表に対する注記 (R1)

